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○下関市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例  

平成１８年１２月２２日  

条例第７７号  

改正 平成２６年３月２８日条例第１７号  

（目的）  

第１条 この条例は、法令又は他の条例に定めがあるものを除くほか、放置自

動車の発生の防止及び適正な処理について必要な事項を定めることにより、

放置自動車により生ずる障害及び危険の除去を図り、もって市民の良好な生

活環境の確保に資することを目的とする。  

（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

(1) 自動車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「法」とい

う。）第２条第２項の自動車及び同条第３項の原動機付自転車をいう。  

(2) 放置 適正な権原に基づき置くことを認められた場所以外の場所に相当

の期間にわたり置かれていることをいう。  

(3) 放置自動車 土地又は建造物に放置された自動車をいう。  

(4) 事業者等 自動車の販売、修理若しくは整備又は解体を業として行う者

及びそれらの者により構成される団体をいう。  

(5) 所有者等 自動車の所有権、自動車の占有権若しくは自動車を使用する

権利を有する者又は自動車を放置し、若しくは放置させた者をいう。  

(6) 廃物 放置自動車のうち、自動車として本来の用に供することが困難な

状態にあり、かつ、汚物又は不要物と認められるものをいう。  

(7) 処理 放置自動車の撤去及び処分並びにこれらのために必要な措置をい

う。  

（市の責務）  

第３条 市は、放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する必要な施策を

実施するものとする。  
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（事業者等の責務）  

第４条 事業者等は、自動車が放置自動車とならないよう適切な措置を講ずる

よう努めるとともに、前条の規定により市が実施する施策に協力するものと

する。  

（放置の禁止）  

第５条 何人も、自動車を放置し、若しくは放置させ、又はこれらの行為をし

ようとする者に協力してはならない。  

（通報等）  

第６条 放置の疑いのある自動車を発見した者は、市長にその旨を通報するよ

う努めなければならない。  

２ 市長は、前項の通報を受けたとき又は放置の疑いのある自動車を発見した

ときは、職員に自動車が置かれている土地又は建造物の管理者を調査させる

ことができる。  

（助言等及び放置状況調査）  

第７条 前条第２項の調査の結果、自動車が市の管理する土地又は建造物以外

に置かれていることが判明したときは、市長は、土地又は建造物の管理者に

対し必要な助言又は指導を行うことができる。  

２ 前条第２項の調査の結果、自動車が市の管理する土地又は建造物に置かれ、

かつ、当該自動車が放置自動車であることを確認したときは、市長は、職員

に当該放置自動車の放置の状況、所有者等その他の事項を調査させることが

できる。  

３ 前項の場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、職

員に当該放置自動車の施錠を解除させ、必要な範囲内で当該放置自動車の車

内を調査させることができる。  

(1) 法第９条の自動車登録番号（以下「登録番号」という。）が判別できな

い場合で、外部からの調査を行ったにもかかわらず所有者等が判明しない

とき。  

(2) 登録番号が判別できる場合で、登録番号による調査を行い、かつ、外部
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からの調査を行ったにもかかわらず所有者等が判明しないとき。  

４ 前２項の規定による調査（以下「放置状況調査」という。）をする職員は、

その身分を示す身分証明書を携帯し、関係者から請求があったときは、これ

を提示しなければならない。  

５ 放置状況調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  

（警告書）  

第８条 市長は、放置状況調査を行ったときは、放置自動車の撤去を促すため、

当該放置自動車に警告書を貼り付けるものとする。  

（撤去の勧告）  

第９条 市長は、放置状況調査の結果、放置自動車の所有者等が判明したとき

は、当該所有者等に対し、期限を定めて当該放置自動車を放置の場所から撤

去するよう文書により勧告することができる。  

（撤去の命令）  

第１０条 市長は、前条の所有者等が勧告に従わないときは、当該所有者等に

対し、期限を定めて放置自動車を放置の場所から撤去するよう命ずることが

できる。  

２ 市長は、前項の規定による命令をしようとするときは、当該命令を受ける

べき者に対し、あらかじめ、その理由を通知し、弁明の機会を与えなければ

ならない。  

（放置自動車の移動、保管等）  

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、放置自動車を移動

し、及び保管することができる。  

(1) 前条第１項の規定による命令を受けた所有者等が当該命令に従わないと

き。  

(2) 第８条の規定により放置自動車に警告書を貼り付けた日から起算して３

０日を経過した日以後において、当該放置自動車の所有者等が判明しない

とき。  
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(3) 放置状況調査を行った放置自動車が、市民の良好な生活環境の保全若し

くは市民の安全の確保に著しく支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあるた

め早急に移動する必要があると認められるとき。  

２ 市長は、前項の規定により放置自動車を移動し、及び保管したときは、当

該放置自動車の所有者等に文書によりその旨を通知しなければならない。  

３ 前項の場合において、文書が送達できないときは、その旨を自動車が放置

されていた場所又はその付近に標示するとともに、告示しなければならない。

ただし、標示することが困難であると認められるときは、標示をしないこと

ができる。  

（引取りの通知）  

第１２条 市長は、前条第１項の規定により移動し、及び保管したときは、放

置自動車の所有者等に対し、期限を定めて当該放置自動車を引き取るよう通

知するものとする。  

（廃物の認定等）  

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１７条の下関市

放置自動車廃物判定委員会に放置自動車に係る廃物の判定について、諮問す

ることができる。  

(1) 第１１条第１項第１号又は第２号の規定に該当するとき（前条の規定に

よる通知を行ったときを除く。）。  

(2) 第１１条第１項第３号の規定により放置自動車を移動し、及び保管した

日から起算して３０日を経過した日以後において、当該放置自動車の所有

者等が判明しないとき。  

(3) 前条の規定による通知を行ったにもかかわらず、定められた期限までに

放置自動車の引取りがされないとき。  

２ 市長は、前項の規定により廃物の判定を受けた放置自動車を廃物と認定す

ることができる。ただし、市長は、あらかじめ下関市放置自動車廃物判定委

員会が定める要件に該当する放置自動車については、廃物の判定を受けたも

のとみなして廃物と認定することができる。  



5/6 

３ 市長は、前項の規定により放置自動車を廃物と認定したときは、認定の日

その他の規則で定める事項を告示しなければならない。  

（廃物の処理）  

第１４条 市長は、前条第２項の規定により放置自動車を廃物と認定したとき

は、当該放置自動車を廃棄物として処理することができる。  

（廃物の認定をしなかった放置自動車の処理）  

第１５条 市長は、下関市放置自動車廃物判定委員会の判定を受けた放置自動

車を廃物と認定しなかったときは、所有者等に当該放置自動車の引取りを促

すため、放置の場所その他の規則で定める事項を告示しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定による告示の日から起算して３月を経過してもなお放

置自動車の引取りがない場合において、当該放置自動車の評価額に比し、そ

の保管に不相当な費用を要するときは、当該放置自動車を売却するための手

続を行うことができる。  

３ 市長は、前項の規定による放置自動車の売却につき買受人がない場合にお

いて、同項の評価額が著しく低いときは、第１３条第１項の規定にかかわら

ず、下関市放置自動車廃物判定委員会に当該放置自動車に係る廃物の判定に

ついて、諮問することができる。  

（費用の請求）  

第１６条 市長は、第１２条の規定による通知をした所有者等に対し、当該放

置自動車の移動及び保管に要した費用を請求することができる。  

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、保管している放置自動車を所有者等に

引き渡すときは、当該所有者等に対し当該放置自動車の移動及び保管に要し

た費用を請求することができる。  

３ 市長は、第１４条の規定による処理又は前条第２項の売却するための手続

をしたときは、放置自動車の所有者等に対し、当該放置自動車の処理及び売

却するための手続に要した費用を請求することができる。  

（下関市放置自動車廃物判定委員会）  

第１７条 市の管理する土地又は建造物に放置されている自動車に係る廃物の
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判定並びに放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要な事項を審議

するため、下関市放置自動車廃物判定委員会（以下「委員会」という。）を

置く。  

２ 委員会は、委員１０人以内で組織する。  

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。  

(1) 自動車に関する専門的な知識を有する者  

(2) 学識経験者  

(3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者  

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。  

５ 委員は、再任されることができる。  

（委任）  

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。  

（罰則）  

第１９条 第１０条第１項に規定する命令に違反した者は、２０万円以下の罰

金に処する。  

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、そ

の法人又は人の業務に関して前項の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して、同項の罰金刑を科する。  

附 則  

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成２６年３月２８日条例第１７号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

 


